[bookmark: _GoBack]検察庁法改定：総長と黒川氏は辞職せよ（堀田力）

元法務省官房長の堀田さんは１９３４年生まれ。東京地検特捜部検事としてロッキード事件を捜査した人でもあります。弁護士、さわやか福祉財団会長でもあります。

検察幹部を政府の裁量で定年延長させる真の狙いは、与党の政治家の不正を追及させないため以外には考えられない。東京高検の黒川弘務検事長の定年を延長した理由に、政府は「重大かつ複雑困難な事件の捜査・公判の対応」を挙げた。黒川君は優秀な検察官だが、黒川君でなければ指揮できないような事件はありえない。

今回の法改正を許せば、検察の独立に対する国民の信頼は大きく揺らぐ。「政治におもねる組織だ」と見られると、捜査につながる情報が入らなくなったり、取り調べで被疑者との信頼関係を築きにくくなって真実の供述が得られなくなったり、現場に大きな影響が出る。

検察はこれまでも、政治からの独立をめぐって葛藤を続けてきた。検察庁は行政組織の１つとして内閣の下にあり、裁判所のように制度的に独立していない。一
方で、政治家が絡む疑惑を解明する重い責務を国民に対して担っている。与党と対立せざるを得ない関係だ。
その葛藤が最も顕著に現れているのが、法相による「指揮権」の仕組みだ。検察庁法１４条で、法相が個別の事件について指揮できるのは検事総長のみと規定している。法相が不当な指揮権を発動したら、総長はやめるよう説得する義務がある。

１９５４年に造船疑獄事件の捜査で、当時の法相が指揮権を発動し、与党幹事長の逮捕を阻止。国民の怒りを買って法相は辞任に追い込まれ、政治側も傷を負った。以来、一度も発動されていない。私も法務相官房長時代、新たに就任した法相には「指揮権は形式的には発動できるが、国民のためにはならない」と説明してきた。

私の経験から言えば、政治家がその権力を背景に捜査に圧力をかけてくることはよくある。それでもひるまず真相を解明しようとする気概のある上司が多かった。組織のトップたる総長や検事長には政治の不当な圧力に対抗できる胆力が求められる。その人事が政治家の判断にかかるようなことがあってはならない。だからこそ、今回の幹部の定年延長の規定は削除すべきだ。これまでも、法務・検察内では候補を先まで緩やかに決め、制度上は任命権を持つ内閣もこれを尊重してきた。

定年延長を受け入れた黒川君の責任は大きい。それを認めた稲田伸夫・現総長も責任がある。（私は）２人と親しいが、それでも言わざるを得ない。自ら辞職すべきだ。そして、仮に改正法が成立しても「政府から定年延長を持ちかけられても受けない」くらいの宣言をする。それによって検察の原点である公正中立を守り、国民の信頼を回復するのに貢献してほしい。（了）
